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 当該業務に直接関連する他の設計業務と委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結するための予定の有無 有
・設計その２業務（設計意図伝達業務）
なお、本業務は、上記随意契約予定の設計
その２業務の予定業務量を含めた業務量を
もって、公募型の手続きとするものである。
 関連情報を入手するための照会窓口 ５
に同じ。
 ２に掲げる中国地方整備局における令
和７・８年度建築関係建設コンサルタント業
務に係る一般競争参加資格の認定を受けてい
ない単体企業又は２に掲げる設計共同体
としての資格の認定を受けていない設計共同
体（一般競争参加資格の認定を受けていない
単体企業を構成員とする場合も含む。）も、参
加表明書を提出することができるが、その単
体企業又は設計共同体が競争参加資格のある
者として通知された場合であっても、技術提
案書の提出の時において、令和７・８年度建
築関係建設コンサルタント業務に係る一般競
争参加資格又は設計共同体としての資格を認
定されていなければならない。
なお、中国地方整備局における令和７・８
年度建築関係建設コンサルタント業務に係る
一般競争参加資格もしくは設計共同体として
の資格を技術提案書の提出の時まで認定され
ていない場合は特定しない。
 技術提案書に関するヒアリングを行う。
 本案件は提出資料、見積を電子入札システ
ムで行うものであり、対応についての詳細は
説明書による。
 詳細は業務説明書による。

競争参加者の資格に関する公示

令和８年度 河津下田道路３号トンネル工事に
係る特定建設工事共同企業体としての競争参加者
の資格（以下「特定建設工事共同企業体としての
資格」という。）を得ようとする者の申請方法等に
ついて、次のとおり公示します。
令和８年６月１日

中部地方整備局長 森本 輝
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 工事名 令和８年度 河津下田道路３号トン
ネル工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）
２ 工事場所 静岡県下田市箕作地先
３ 工事内容 別冊図面及び別冊仕様書のとお
り。
４ 全体工期 契約締結日の翌日から令和11年７
月31日まで（但し、令和８年11月４日までに工
事の始期を設定すること。）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始期
及び終期を任意に設定することができるフレッ
クス工期を採用した工事であり、前余裕期間を
設定している。
前余裕期間とは、契約の締結から工事の始期
の前日までの期間をいう。

工事の始期の前日までの前余裕期間内は、監
理技術者等を配置することを要しない。また、
前余裕期間の間は現場への資材の搬入や仮設物
の設置等、現場での実際の工事のための準備は
行ってはならないが、現場での作業を伴わない
工事実施に向けての必要な以下に示す内業等は
できる。
・資機材の手配（契約等）
・下請け業者との契約
・発注者との打合せ
・その他、発注者が認めたもの
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責に
より行うものとする。
５ 担当部局 〒4608514 愛知県名古屋市中区
三の丸２丁目５番１号名古屋合同庁舎第２号館
中部地方整備局総務部契約課調査係 電話

0529538138
メールアドレス cbr-shikaku@mlit.go.jp
６ 申請の時期 令和８年６月２日から令和８年
６月18日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）
なお、やむを得ない場合は、令和８年６月19日
以降においても、随時、申請を受け付けるが、
最終期限は令和８年７月28日とする。
７ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事）」（以下「申請書」とい
う。）は、令和８年６月２日から令和８年７月
28日まで「電子入札システム」により交付す
る。但し、やむを得ない事情で「電子入札シ
ステム」による交付を受けることができない
場合は、５の担当部局において交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、電子メール又は郵送
（書留郵便に限る。）若しくは託送（書留郵便
と同等のものとする。）により申請すること。
申請書の押印は不要とする。また、「電子入札
システム」による申請は認めない。（電子メー
ル送付先）５に同じ。送付後、電話にて着信
確認の連絡をすること。電子メール送付時の
件名は「特定ＪＶ申請書」（令和８年度 河津
下田道路３号トンネル工事）とすること。
（郵送送付先）５に同じ。（期日までに必着
すること。）
 特定建設工事共同企業体協定書（甲）（８
の条件を満たすものに限る。）の写し

 ８の要件を満たすことを判断できる工
事の施工実績を記載した書類（「入札公告
（建設工事）」（令和８年６月１日付け支出
負担行為担当官中部地方整備局長）に示す
ところにより交付する入札説明書の様式
22）

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

８ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査「競争参加者の資格に関する公示」（令和
６年10月１日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。
以下「令和６年10月１日付け公示」という。）５
（建設工事）のからまでに該当する者を構
成員に含む特定建設工事共同企業体及び次に掲
げる条件を満たさない特定建設工事共同企業体
については、特定建設工事共同企業体としての
資格がないと認定する。それ以外の特定建設工
事共同企業体については令和６年10月１日付け
公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項（共
通事項）の項目及びに掲げる主観的事項（特
別事項）を確認した上で特定建設工事共同企業
体としての資格があると認定する。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成員は、次の条件を満た
す者２社の組合せとする。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における一般土木工事の令和７・８年度一
般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
中部地方整備局長が別に定める手続に基づ
く令和７・８年度一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。なお、経常建設共
同企業体は、構成員として認めない。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMAMOTO Taishi Di‑

rector‑General of Chugoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Design

work for Shunan National Government

Building

 Time‑limit to express interests : 3 : 00

P.M. July 11, 2026 (by bringing, mail : 3 : 00

P.M. July 11, 2026)

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 3 : 00 P.M. August 4, 2026 (by bringing,

mail : 3 : 00 P.M. August 4, 2026)

 Contact point for documentation relating

to the proposal : Accounting and Contract

Division, Chugoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 630 Kamihacc‑
hobori, Naka‑ku, Hiroshima‑shi, Hiros‑

hima, 7308530 TEL : 0822219231
Mail : keiyaku-gyomu@cgr.mlit.go.jp
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